
【基本情報】

【戦略マップ】

2025年度実績値：3.0ポイント

（ユトレヒトワークエンゲージ

メント尺度超短縮版）

2025年度実績値：76.8％

（SPQ東大1項目版プレゼンティーズム評価）

従業員等の男女比率 男性　89％　　/　　女性　11％

従業員等の平均年齢 47.8歳

拠点 本社：埼玉県、東京都　工場：山形県、福島県、群馬県、埼玉県、岡山県

人的健康資源

健康投資

健康関連の最終的な目標指標
従業員等の意識変容・行動変

容に関する指標

健康投資施策の取組状況に関

する指標

健康投資効果

健康経営で解決したい経営

課題

定期健診やストレスチェッ

クの実施と事後措置

充実した社内医療職の

配置

健康管理システムの

導入

様々な効果に関連する

健康投資（＊）

卒煙イベント参加者数

の増加

運動促進プログラム参

加率の向上

研修受講率の向上

高ストレス者面談の申

込み率の向上

残業時間の削減

在宅勤務・フレックス利

用率の向上

対象者の保健指導

実施率の向上

効果的な保健指導

（保健指導での目標

設定等）

メンタルヘルスセルフケア

研修の必修化

卒煙環境の整備（分

煙、卒煙イベント）

ストレスチェック経年悪

化者への面談勧奨

運動促進プログラム

（埼玉県コバトンマイ

レージ）

多様な働き方の推進

長時間労働対策

（勤務間インターバル、

残業ポップアップ）

社員のヘルスリテラ

シーの向上により、

心身ともに健康で充

実した状態になるこ

とで、生産性・創造

性を向上したい

健康経営に関する理念 健康管理体制 健康管理システム

共済会・健保の健康関連

補助
休暇・休職制度

環境健康資源

就業規則

（健康管理規定）

健康資源

社員の健康増進により、生産性・創造性が向上すること

企業価値

社員のヘルスリテラシーの向上が、家族や地域の健康増進にも寄与すること

社会的価値

喫煙率 保健指導実施率残業時間

職場改善実施率

（必須職場）

ヘルスリテラシー度の向上

アブセンティーズムの低減

プレゼンティーズムの低減

喫煙率の減少

長時間労働に起因する

健康障害ゼロ

従業員満足度の向上

血圧、血糖、血中脂質

の要管理者率減少

在宅勤務率 必修ラインケア研修受講率
セルフケア研修・健康教育

受講率

ストレスチェック受検率 高ストレス者の面談率 ヘルスリテラシー度調査
運動促進プログラム参加

率
従業員満足度調査 アブセンティーズム プレゼンティーズム

生活習慣病の要管理者

率

（＊）基本的に「健康投資」と「健康投資施策の取組状況に関する指標」は1対1で対応する。しかし、中には複数の

「健康投資施策の取組状況に関する指標」に対応する「健康投資」も存在するため、そのような「健康投資」を「様々な

効果に関連する健康投資」とする。

アンガーマネジメント研修受

講数

人的健康資源

健康投資

健康関連の最終的な目標指標
従業員等の意識変容・行動変

容に関する指標

健康投資施策の取組状況に関

する指標

健康投資効果

健康経営で解決したい経営

課題

定期健診やストレスチェッ

クの実施と事後措置

充実した社内医療職の

配置

健康管理システムの

導入

様々な効果に関連する

健康投資（＊）

卒煙イベント参加者数

の増加

運動イベント、健康講

話の参加率の向上

研修受講率の向上

職場改善実施率の

向上

残業時間の削減

労働者の高齢化に伴う

環境整備

対象者の保健指導

実施率の向上

効果的な保健指導

（保健指導での目標

設定等）

メンタルヘルスセルフケア

研修の必修化

卒煙環境の整備（分

煙、卒煙イベント）

ストレスチェック結果によ

る職場改善活動

高年齢者向けの施策の

展開

多様な働き方の推進

長時間労働対策

（勤務間インターバル、

モニタリング）

社員のヘルスリテラ

シーの向上により、

心身ともに健康で充

実した状態になるこ

とで、生産性・創造

性を向上したい

健康経営に関する理念 健康管理体制 健康管理システム

共済会・健保の健康関連

補助
休暇・休職制度

環境健康資源

就業規則

（健康管理規定）

健康資源

社員の健康増進により、生産性・創造性が向上すること

企業価値

社員のヘルスリテラシーの向上が、家族や地域の健康増進にも寄与すること

社会的価値

喫煙率 保健指導実施率残業時間

職場改善実施率

（必須職場）

ヘルスリテラシー度/ワーク

エンゲージメントの向上

アブセンティーズムの低減

プレゼンティーズムの低減

喫煙率の減少

メンタルヘルス不調によ

る労働損失減少

長時間労働に起因する

健康障害ゼロ

従業員満足度の向上

血圧、血糖、血中脂質、

肝機能の要管理者率

減少

シニア社員比率 必修ラインケア研修受講率
セルフケア研修・健康教育

受講率

ストレスチェック受検率 運動イベント参加率 従業員満足度調査 アブセンティーズム プレゼンティーズム

生活習慣病の要管理者

率

（＊）基本的に「健康投資」と「健康投資施策の取組状況に関する指標」は1対1で対応する。しかし、中には複数の

「健康投資施策の取組状況に関する指標」に対応する「健康投資」も存在するため、そのような「健康投資」を「様々な

効果に関連する健康投資」とする。

アンガーマネジメント研修受

講数

【健康経営体制図】


